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要　　旨

　従来 か ら小売企 業 は 典型的 な ドメ ス テ ィ ッ ク 産業 に属 し、海外で 店舗 を構えて 経営す る こ と は 非常 に 困難 で

ある と考えられて きた 。 仮に海外出店 した場合で も当初は言語 、 文化 、 習慣等が母国と比較的類似 した国へ の

進出 で あ っ た 。 しか しなが ら、90年代後半か ら欧米を代表す る大規模小売企業が言語、文化、習慣等を異にす

る ア ジア諸国に 進出 し、そ こ で は地場企業、外資企業入 り乱れ て の 熾烈 な競争が展開されるように な っ た。こ

うした背景 に は、近年、先進各国の 国内小売市場が飽和状態になり、
一

層熾烈な競争が展開 され 、加えて大規

模小売店に対する出店規制 は強化され て い るとい っ たプ ッ シュ 要因と、併せ て受入先国で の 人 口 急増や高度経

済成長、小売市場の未成熟化、外資規制の緩和、イ ン フ ラ整備の進展、ア ジ ア通貨危機で の市場機会の創出と

い っ たプル 要因によるとこ ろが大 きい 。

　本稿で は、母国だけで な くア ジ ア諸国や他 の 多 くの 国々 に も進出して店舗を構え る小売企業を 「グ ロ ーバ ル

小売企業」と称 し、純粋 な国内小売企業か らグロ
ー

バ ル 小売企業に成長する まで の 道筋で あ る グ ロ
ーバ ル ・パ

ス をい か にすれ ば効果的に構築で きる か を検討する こ とを目的とす る 。

　小売企業の グ ロ
ー

バ ル 化に は商品品揃えの 標準化の 達成 が ポ イ ン トで あ る。各国市場 で の 商品 の 適応化 と同

時に い か に標準化 を図 る か が重要課題 で ある 。 小売業で は標準化する と、異質な現地市場へ の適応力は著 し く

低下す る こ とに なる。この 「グ ロ
ーバ ル ・ジ レ ン マ 」をい か に 克服するかが問題 で ある。

　純粋な国内小売企業が い か に して グ ロ ーバ ル小売企業に辿 り着 くか の方途は 、向［LI（1995）に よ り、商品調

達行動 の グ ロ
ー

バ ル 化度 と出店行動 の グ ロ
ーバ ル 化度 の 2軸 によっ て モ デル が提示 されたが、それ は 自前 開発

型 （または 自杜調達型）グ ロ バ ル ・パ ス で あっ た 。 本稿で は、こ れを越えて ア ラ イア ン ス型お よび M ＆A 型 を

重点的 に 提示 し、特 に 日系小売企業が見習うべ きモ デ ル と して テ ス コ の 国際展開 に おけるM ＆A を検討す る。ア

ジ ア の 戦場 に お い て は M ＆A 型 グ ロ ーバ ル ・パ ス の実践 こ そ が最 も有力な サ バ イバ ル戦略で あ る と確信す る も

の で ある 。

は じめ に

　 こ れまで 企業の 国際化 ・グロ
ー

バ ル化の研究で は

製造業が中心 であ りサ
ービ ス業として の 小売企業の

それは非常に蓄積が少な く、どちらか とい えば亜流

的に扱わ れ て きた とい うの が 現実で あろ う。 今回、

本稿執筆の 目的は、昨今本格化 して い る グロ
ー

バ ル

小売企業の ア ジ ア 市場へ の 進出と活動の 現状を概観

した後、先進国小売企業の ア ジ ア市場へ の 進出要因、

小売企業国際化 ・グ ロ ーバ ル化研究 の 問題点、製造

企業に つ い て の 国際化理論 の 小売企 業へ の 適用可能

性の 可否を論 じ、 さらに国際小売企業に とっ て の 標

準化一適応化問題 とは な に か を検討 し、最終的に は

日本小 売企業が い か に すればグ ロ
ー

バ ル 化段階 に到

達 （グ ロ ーバ ル ・パ ス ）し得る か、特に ア ラ イ ア ン

ス や M ＆A を通 じたグ ロ
ーバ ル 化達成 の 可能性 を考

察する 。 M ＆A 型の グ ロ ーバ ル ・パ ス に向けて は イギ

リス の テ ス コ の 例 を参考にしたい 。
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1．グ ロ
ーバ ル小売企業の ア ジァ市場 へ の 進出

（1）日本市場へ の 進出

　欧米小売企業の 日本進出 は 70 年代、80 年代には

フ ラ ン ス の 高級ブ ラ ン ド専門店 （Chanel ，　Louis

Vuitton，　Hermes など）が主で あっ た が、90 年代前

半に は トイザ らス （Toys
“
R
”
Us，米）をは じめ デ ィ

ズ ニ ー ・ス トア （Disney　Store， 米）、エ デ ィ
ーバ ウ

ア
ー

（Eddie　Bauer，米）、 ギ ャ ッ プ （Gap ，米）な

ど一
層大規模な異業態が進出 して い る 。

　 しか し、2000 年以 降に な る と 、 カ ル フ ール

（Carrefour， 仏）、コ ス トコ （Costco，米）、メ トロ

（Metro，独）、ウ ォ ル マ
ー

ト （Wal −Mart，米）、テ ス

コ （Tesco，英）な ど大規模で グ ロ ーバ ル な多商品型

小 売企業が続 々 と日本進 出を果たす ように な っ た 。

ロ イヤ ル ・ア ホール ド （Royal　Ahold， 蘭）な ど も今

後進 出が予定されて い る 。 特に 、 02年の ウ ォ ル マ ー

トの 西友へ の 資本参加 （実質的買収）は 日本 の 小売

業界に 「黒船来襲」として強い 衝撃を与えて い る 。

（2）他 の ア ジ ァ 市場へ の 進出

　こ れ ら大規模小売企業は、既 に 日本よ りも他 の ア

ジア 市場 にお い て 多くの 店舗を構え地場企業や他の

外資系小売企業 と熾烈な競争を展開して い る。こ れ

らの 企業 には ア メ リカ企業 よ りもヨ
ー

ロ ッ パ 企業が

多 く、ア ジア で最も多くの 海外店舗を有する の は カ

ル フ
ー

ル で ある。2000年に 香港 か らは撤退 したが、

ア ジ ア 主要国 に は ほ ぼ進出済み で ある 。

　最近 で は特に 中国へ の 進出が急増 して い る の が特

徴で ある 。 例えば、カル フ
ール は 2004 年 8月末現在

ハ イパ ー
マ
ー

ケ ッ トを 39 店舗有 して お り、 ウ ォ ル

マ ートはス ーパ ーセ ン ター、ホ ール セ ール ・ク ラ ブ、

ス
ーパ ー

マ
ー

ケ ッ トなどの 業態 で 30店舗を開設 して

い る （表 1参照）。

　 こ の ア ジ ア 市場 で の 国際化の 特徴 の
・
つ は 日本 か

らの小売企業も積極的に進出 しつ つ ある こ とで ある 。

百貨店、総合 ス
ーパ ー、コ ン ビ ニ とい っ た業態が中

心に な っ て い る 。 特に、総合ス ーパ ーで は か つ て の

ヤオハ ン に代わ る存在 として プ レ ゼ ン ス を高め つ つ

ある ジ ャ ス コ （タ イ，マ レーシ ア
， 香港 ・

中国，台

湾 に36店舗）を筆頭 に、最近 で はイ ト
ー

ヨ
ー

カ堂 も

中国進出 （北京，成都に 3 店舗）で積極姿勢をみ せ

て い る。

表1　 グ ロ
ー

バ ル小売企業の 主戦場 ア ジ ア で の 出店数 （2004年8月末現在）
　 曙 霹 羃 轟 静 騒 野献　 　 藪 範 蟲 齢 舜鵠 躍蠢　 　   齢 諺 曲

髫難 鑿轆

翻
嚢融融轟饕 撃 鞍 験

鵡 鈴 謬 聲 彰尋 篝騒碑蝦
轂 簿罵畩軸書軸懿嬢
爨繍 嶷
軸 鴨軫曹跡離 毒 鞋 罐

壷軸 螺 喰 翻 曝 黌 爵舜 襲

葦1薯覊 葦1
輯   罐 懿 載 鬱輿輿砂鞍

飾 齧 騨 彭 藩 奪 蠱 軸

葦1灘 ll融毒 澎 毒轟 齢 弗 罹 瞬

晦 撃 疑 影 疊 暗爵蠅轡藍

1静灘
瀞 鞄 瞳

　　　　　　睾
軫 膨 瞋 聽 籔　鑼 歩膨獣

霾籥 纛羅
爵 跡 蟲識 蟲 緲 醐驤

　 　 　 　 霤競
腰 携 磯 靭 換毒塰齢蝿

靉 繍 隷融謬蠅鋤 夢融擧諺 膨

　 亀融騨講窃響輿鬱

鍵鷲 鵜 鬱雛齢轜潔融映戰麟 騨
蒙纏灘驚 蠶

繕 纓軈
羅鑿纔1難

難難 難
爨糠 繋魏

蒔齢ゆ 鞏 軸 齢 轡 轡 壷

婁嶷鑿謬騰聾繋 議 毎 彰 勘 瀞 尋曝

鞠鬱轟齢融 軸 融 爵 毒爵識 書轟彰 辭 靉 曲轡
鑞 難 灘

西 友

株34％
15 30

98年
撤退

45
颪砂藤轟鴨 牆 響 曲 母夢範轡脇豚馳 軽 無 罅 钁 聾

難 懿皺酵第罐肆疎鵜 翻  罐螽

8 25 39 28
00年
撤退

18 7 2 10 137

崢蕁 範髞齢鞍磁嬲鯉藪診毳贈婁韓曲 瀞慰語婁
繋鎌譲鑢 鍵
鞄 咳軸聯騨轟 魯融酵噂

39 16 55

鞍 虫 螻 爵聹軽融郵轍駐
無 尋 鱈 融 韓蝸融 磯 概 爵

覊 髴鑢灘
曹 鞍 嶺 婁 輳彜融趨 軫 諺

13 37 50
啄齪悌藻嚇睾解聾陟峰
罍 影曝 融曜 融 融   膨 晦

縫勝蠶馨灘
鐘 毒轄緯鞘 恥 蛮 矮 懿鷽 5 5 3 13
締 顯 蠱驫 饌 縷 鱒轡夢禽蘗韓 軸 ゆ 鵬 腴 毒

1飜 難
97年

撤退
43 39

97年
撤退

82 ＊

軸融 融毒 鞍 騨 龠 魁 聾 譱

懿  蠱 燭 聯 罍 轡 懿 罍

灘羅難 篝
謹   爭　 語融 鶴 齢陟

2
98 年

撤退
17 8 19 10 10 66

曲 飜 轡 騒 轡 轟鰻
馨鑼難
  鱗 興髞撰 嚇   齶 鯵

シートゥ

N．W ．94，54％ 21
　　 8
（ロ ータス ）

5 52 86

＊ ア ホ ール ドは そ の 後 タ イ、マ レ ーシ ア か ら も撤 退 （ア ジ ア か ら完全撤 退 ）。（出 所 ）各社 WebSite よ り筆者 作成
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2．欧米小売企 業お よび 日本小売企 業の ア ジ ア

　進出要因

（1）プ ッ シ ュ 要因 （母国要因）

　それで は こ れ ら 欧米小売企業が地理的 に も離れ、

文化的に も大い に異な る 日本やそ の 他の ア ジア諸国

に 進出する ように な っ たの はなぜ で あ ろうか 。 それ

に は共通して次の よ うな国内市場からの プ ッ シ ュ 要

因がみ られる 。 経済成長 の 鈍化
・
停滞、熾烈 な企業

間競争、市場の 寡占化 （欧 ・米）、出店規制 （フ ラ ン

ス の ロ ワ イエ 法や ラ フ ァ ラ ン 法，ドイ ツ の 閉店法な

ど）、株一｝三か らの 企業成長へ の 期待、IT の 急激 な進

展、グ ロ ーバ ル な メ
ーカーと の 協調関係 な ど で あ る 。

（2）プル 要因 （ア ジア の 進出先国要因）

　他方 、 日本以外の ア ジア市場で は次の ような外資

小売企業に対す る プル 要因 （進出先国要因）がある 。

人 口 の急激 な増加、高度な経済成長、小売業の 未成

熟、ア ジ ア通貨危機後の市場機会の創出、外資規制

の 緩和、イ ン フ ラ の 整備 、低 い オペ レ
ー

シ ョ ン ・コ

ス トなどで ある 。 口本市場か らの プ ル 要因に は 、他

の ア ジア諸 国とはか なり異な る が、地 下 ・家賃 ・建

設 コ ス ト等の 大幅 ド落、大規模小売店舗法の 廃 【E

（新た に大店立地法）、 株価下落に よ る買収機会の 増

加、ア ジ アで 最大の 消費市場、不採算 ・倒産企業か

らの 人材流入 、 大規模小売企業に よる市場寡占化の

低さ、などが挙げられ る 。

3．小売企業国際化 ・グ ロ ーバ ル 化の 研究

（1）研 究の 問題点

　 と こ ろ で小売企 業の 国際化 ・グ ロ ーバ ル化研 究が

遅れ て い る の は 、
こ れまで 製造業の 国際化 ・グ ロ

ー

バ ル化の研究が主流であり、小売業の それ は 亜流扱

い され て きたか らだ と考えられる。こ れまで の 小売

り国際化研究の 問題点と して 、川端 （2000）に よ れ

ば、  国際化行動の 実態把握 （基礎 デ
ー

タ）の 不足、

  理論研究の不足、  主体特性 （業態，母国な ど）と

国際化行動 との 関連 づ けの 弱 さ、  撤退行動 や閉店

行動の研究不足、  流通の川上部分 （メ
ー

カ ー，卸，

流通 セ ン タ
ー等）へ の 関心 の 低さ、  立地点が有す

る 意味 （地価 ・店舗家賃 ・人件費の 地域格差 ， 市場

成 艮率や市場構造 の 地域格差等）へ の 関心 の 低 さ、

等が指摘さ れ て い る 。

（2）製造業の 国際化理論 の 適冊 叮能性 の 可否

　 これ まで の 多国籍企業やグ ロ
ーバ ル 企業 の 理論 と

い われ る もの は基本的に は製造業を対象として い た

とい えよう。こ れ らの 理論に は、例 えば、雁行形態

発展論 （赤松要）、ハ イマ
ー

＝ キ ン ドル バ
ー

ガ
ー

理論

（S．H ．　Hymer ＆ C．P．　Kindleberger）、製品 ラ イ フ サ

イ ク ル （PLC ）理論 （R．　Vemon ）、 内部化理論 （P．

Buckly
，
　M ，　Casson，　AM 。　Rugmanな ど）、折衷 （OLI）

理論 （J．H ．　D   ning ）などがあ る 。

　 これ まで 小売業国際化の 理論に お い て、比較的多

くの 学者に 応用 され て きた の は折衷理論で あ ろ う。

Dawson （1994 ）は、小売企 業の所有特殊的優位 と

して 販売方法や 自前 ブ ラ ン ドの 開発商品等 を、内部

化誘因か ら 生 じ る優位 と し て フ ラ ン チ ャ イ ズや

M ＆A 等に より外 国市場 に参入す る 場合 の 相手先 市

場要素を、また 立地 特殊的優位 と して 地価 ・店舗家

賃 ・人件費な どの 地域格差 、 市場成長率や市場構造

の 地域格差等を、それ ぞれ挙げて い る 。

　 しか し、折衷理論が い う製造企業の 所有特殊的優

位や内部化誘因か ら生 じる優位が小売企業の そ れ と

まっ た く同じもの で はない で あろう。また、立地特

殊的優位につ い て も広域を前提 とする 工場立地と狭

域対象の 店舗立地 とで は 市場機会 は 自ず と異な っ た

もの に な ろ う。 従 っ て、折衷理 論も企業の 国際化を

説明する部分理論と して は機能し得て も、小 売企業

まで含め たグ ロ ーバ ル 企業の
一
般理論 とは な り得て

い ない とい えよう。

　尤も、ラ グ マ ン ら （Rugman ＆ Girod
，
2003）に よ

れ ば、2002年度 に初め て 世界売上高第 1位が ウ ォ ル

マ ートに な り、多国籍企業 トッ プ 500社の内 10％ が

小売企 業になっ たが、実質的なグロ
ーバ ル小 売企業
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は存在 し な い と述 べ て い る 。 世界の 先進市場 を

NAFrA 、　 EU 、ア ジ ア ・太平洋地域 に 3分割 した場

合 （TRIAD ）、こ の 3市場で バ ラ ンス よく売上 を上げ

て い る小売企業は存在 しない か らで ある。そ の 意味

か らは、グロ
ー

バ ル小売企業とい う名称を使うこ と

は適切 で は ない が、本稿で は 「ク ロ
ーバ ル 企業を目

指す」あ る い は 「グ ロ ーバ ル 企業に 近 い 」企業を対

象と して グ ロ ーバ ル 小売企業 の 名称を使用 した い 。

4．グ ロ ーバ ル小売企業の 標準化一適応化 問題

　国 際 マ
ー

ケ テ ィ ン グ に お け る 標 準 化

（standardization ）一適応化 （adaptation ）問題 は古

くて新 しい 問題 で あ る 。 小売企業に おい て なぜ こ の

問題が重要か とい えば、商品の 標準化をは じめ とし

た標準化の 達成 こ そ が 小売企業の グ ロ
ー

バ ル化の達

成 と大 き く関 わ っ て い る か ら で あ る。小売企業 は い

うまで もな く典型的な ドメ ス テ ィ ッ ク産業に属 して

い る。 従 っ て 、この 産業 に属す る企業 は立地す る国 ・

地域 の特殊的要因に徹底的に適応化する こ とが成功

要因と され て きた 。 実 に地場 の 小売企業の 強み は こ

の点に あ る とい え る 。

　逆に、グ ロ ーバ ル 小売企業は その 弱点を補 っ て余

りある競争優位 を発揮する必要がある 。 それが標準

化で ある。とは い っ て も、  何を標準化する の か、 

標準化 を規定す る もの は何か 、  標準化に よ る メ

リッ トは何 か 、とい っ た 問題 を明確に して お く必要

があ る 。

　結論的に い えば、  につ い て は、マ ー
ケテ ィ ン グ ・

プ ロ グ ラ ム （4P ：商品，価格，販促，流通チ ャ ネル

の それぞ れ ）とマ
ー

ケテ ィ ン グプ ロ セ ス （マ ー
ケ

テ ィ ン グ ・プ ロ グラ ム 設定の 意思決定プ ロ セ ス ）の

標準化で あり、  に つ い て は 、高普及率、顧客の 使

用 パ タ
ー

ン、対象顧客等が規定要因 とな り、  の標

準化 に よ る メ リ ッ トに は、コ ス ト削減、グ ロ ーバ ル

なイメ ージの形成 、 組織の簡素さや コ ン トロ ール の

改善、優れた ア イデ ィ ア の 活用、規格 の 統
一

化、需

要の創造などが挙げられ よ う （大石，1993）。

　サ モ ン と トージ マ ン （Salmon ＆ Tordjman，　1989 ）

によれば、国際的 な小売企業の 戦略は、グ ロ
ー

バ ル

戦略 とマ ル テ ィ ナ シ ョ ナル戦略に 2 分で きる 。 前者

は 限定品揃え型小売企業 にみ られる標準化戦略で あ

り、母国と同
一

の 規格化さ れた方式 （フ ォ
ーミュ ラ）

を世界的 に 複製す る戦略 で あ り、後者 は多商品揃え

型小売企業に み られ る適応化戦略で あり、各国別 に

適応化 させ て い く戦略で ある 、
と して い る 。

　 しか し、標準化と適応化とは相矛盾する 要素を含

んで い る。国際小売業の 場合、商品 ア イテ ム を絞っ

て 、 仕入れ商品や PB 商品の ロ ッ トを拡大 し、標準

化すると、異質な現地市場 へ の 適応化 は著 しく低下

する こ とに な る 。 こ うした 「グ ロ ーバ ル ・ジ レ ン マ 」

をい か に克服するかが重要 な課題 となる。しか し、今

日で は標準化
一

適応化は 二者択
一

の 問題 で は な く、

両者をい か にバ ラ ン ス よ く同時達成するかが重要な

課題 と して認識 され て い る 。 小売企業の場合、両者

の バ ラ ン ス の取 り方は業態 に よっ て 異なるこ とが想

定で きる 。 具体的に は 、専門店、コ ン ビニ エ ンス ・ス

トア、カ テ ゴ リ
ー・キ ラ

ー、ホ
ー

ル セ ー
ル ・クラ ブ

（会員制現金卸）等は グ ロ ーバ ル戦略 （標準化）に重

点を置 きなが らもい か に適応化 を取 り込むか、他方、

百貨店、ス
ー

パ
ー

マ ーケ ッ ト、GMS （総合ス
ーパ ー）、

ハ イパ ー
マ
ー

ケ ッ ト、ス
ー

パ
ー

セ ン タ
ー等の 業態は

適応化に重点が あ る が
・
定程度の標準化を図る こ と

に よ っ て 享受で きる メ リ ッ トも同時に追求する こ と

が必要に な ろ う。

　とは い うもの の 、実際 に 百貨店や GMS の ような

多商品揃え型小売企業が品揃えの標準化を達成する

には多大 の 困難 を伴 うこ とは必定 で あろう。グ ロ
ー

バ ル小売企業に おける商品品揃えの 標準化一適応化

問題 に つ い て は 、向山 （1996）に よ る 「中心
一

周辺

品揃え」概念に よ っ て構築さ れ た 「品揃え共通化」の

モ デ ル があ る
。

こ の モ デ ル は
、 「多商品グロ

ー
バ ル 企

業を目指す小売企業で も所得水準の異なる進出先各

国で 共通化 で きる商品部分 を標的 に して漸進的に そ

の部分を拡大 （開発ある い は販売）して行けば各国
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に お い て 将来的 に は所得水準が 上昇す る の で最終的

に は多商品型 グ ロ ーバ ル 化 を達成 で きる」と い うも

の で あ る 。

5．小売企業の グ ロ ーバ ル ・パ ス

（1）自前開発型 （自社調達型）グ ロ
ーバ ル ・パ ス

　本来 ドメ ス テ ィ ッ ク な小売企業が発展段階的に グ

ロ ーバ ル 小売企業に辿 り着 く道程 （パ ス ）は ど の よ

うなモ デ ル と して考えられ る で あ ろ うか 。 出店行動

と商品調達行動 の 2 軸か ら小 売企 業が グ ロ ーバ ル 化

に向か う動態的分析 を志向する向山 （1996）の 「グ

ロ ーバ ル ・パ ス」概念に よ れば、出店行動 の グロ ー

バ ル 化度 も商品調達行動の グ ロ
ー

バ ル化度 もともに

低い 企業群を 「純粋 ドメ ス テ ィ ッ ク」と呼び、反対

に双方の 度 合 い が ともに高くて対極に ある企業群 を

「純粋グ ロ ーバ ル」と呼ん で い る 。 こ の純粋グ ロ ーバ

ル の 企業群 には 2種類あ っ て、一
つ は百貨店や総合

ス ーパ ー
の ような 「多商品型グ ロ ーバ ル」企業で あ

り、他方 は専 門店 の よ うな 「ワ ン コ ン セ プ トに よる

限定品揃え型 グ ロ ーバ ル」企業で ある 。

　向山 は純粋 ドメ ス テ ィ ッ ク か ら純粋グロ
ー

バ ル に

向か う道程は 3種類ある とい う。 1つ 目は、純粋 ドメ

ス テ ィ ッ クから商品調達 と出店行動の グロ
ー

バ ル化

度を同時的に高め て ス トレートに純粋グ ロ ーバ ル に

高

低

商
品
調
逢
行
動
の

グ
ロ

ー
バ
ル

化
度

到達する パ ス である （図 1 の （1））。 2 つ 目は 、まず

は 商品調達行動の グ ロ
ー

バ ル 化度を高めた上 で その

後出店行動の グ ロ ーバ ル化度を上げ て 純粋 グ ロ ーバ

ル に到達するパ ス で ある （ドメ ス テ ィ ッ ク志向型グ

ロ ーバ ル，同図 （2））。 また、反対にまずは 海外店舗

の 数 を拡大 して か ら後、商品調達行動の グ ロ
ー

バ ル

化度を 上げて純粋グ ロ ーバ ル に至る 3 つ 目の 道程

（タ イム ラ グ利用型 グ ロ
ー

バ ル ，同図 （3））もあ る 。

　 しか し、こ の 3 つ 目の パ ス を辿 っ て 純粋 グ ロ ーバ

ル に 到達す る の は非常に難しい と い う。 そ の 理由は

タ イ ム ラ グ型グ ロ ーバ ル が 純粋グ ロ ーバ ル に這 い 上

がるため の 「駆動力」が欠 けて い る企業が多い か ら

だとい う。 それ は国内PB や海外か らの 開発輸入、自

在開発 （日本 に持ち込む こ とを前提 としない 開発輸

入）とい っ た生産機能に踏み込ん だ商品調達が必要

に な る か らだ と述べ てい る。向山 （1996）は、そう

した 「もの づ くりの深化」こ そが小売企業を グ ロ ー

バ ル 化に到達させ る 駆動力で あると力説す る。

（2）ア ラ イア ン ス に よ る グ ロ
ーバ ル ・パ ス

　上記の 向山 （1996）の グ ロ ーバ ル ・パ ス は 「自前

開発型」あるい は 「自社調達型」の 考え方 に留ま っ

て い る 。 この ようなや り方だけで は、例えば 日本小

売企業が純粋 グロ
ーバ ル に到達す る以前に欧米企業

噛

ヅ
孔予

幽 　 　 繍 蹠

　 陣 蜜
ル ll

　　
丶

丶 ＿〆
／

壷
　 　 ・櫓r．＿＿．，／

　　　　 ｛り〜｛5XII
　 　 　 　 発 展の選 択肢

がロ
ー・バル 食纂

丶
丶 ．〃 ／

　 　 　 　 　 低
　　　　　　　 繊庸行勦のグ ロ

ーバ ル化度

（出所）向山雅夫 （1996 ）173 頁 に 加筆

　　　　　　　 図 1 小売企業の グ ロ
ー

バ ル ・パ ス

高
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グロ ーバ ル 小 売企 業の 理 論構築に 向 けて （中村）

がグ ロ
ーバ ル 化を完了する こ とが懸念 され る 。 現実

に は多 くの 欧米 （特に欧州）小売企業が積極的に

行 っ て い る国際戦略提携や M ＆A （特に ，
M ＆A）に

よ っ て、相手企業の資源を利用 して短期日の 内 に グ

ロ
ー

バ ル 化を達成する 「ア ラ イア ン ス 型」や 「M ＆A

型」が む し ろ主流 に な っ て い る とい えよう （図 1の

（4）と （5））。

　国内 ・海外を問わず小売企業同士 の 次の ような ア

ラ イア ン ス （提携 ， 連携 ， 同盟 な ど）は 関連企業に

競争優位をもたらし、 グロ ーバ ル ・パ ス へ の推進力

になる。 共同仕入れ、PB 商品の共同開発、共同セ ー

ル ス キ ャ ン ペ
ー

ン 、店舗開発の情報交換、配送 ・ロ

ジ ス テ ィ ッ ク シ ス テ ム の 相互利用などで ある 。

　小売企業の 国際戦略提携の 例 として はメ トロ （独 ）

と マ クロ （蘭）間 の 株式相互 持 ち合い に よ る店舗 の

開発と運営が ある 。
こ の株式相互持合い で は68年か

ら メ トロ は オ ラ ン ダ で C＆C の マ ク ロ を所有する

SHV ホ ール デ ン グと資本提携を行い
、

い わ ゆ る 「メ

トロ 国」（ドイ ッ を本拠 とし、フ ラ ン ス、イ タ リア、

デ ン マ
ー

ク、オ
ー

ス トリア、トル コ 、ハ ン ガ リ
ー

の

各国にある メ トロ ）は マ ク ロ か ら株式の 40％ の 出資

を受け、反対に 「マ ク ロ 国」（オ ラ ン ダを本拠 とし、

ベ ル ギ
ー、ギ リシ ャ 、イギ リス 、ス ペ イ ン 、ポ ル ト

ガ ル 、モ ロ ッ コ 、ポーラ ン ド、チ ェ コ の 各国 に ある

マ クロ ）は メ トロ か ら 40％ の 出資を受け て い る （根

本 ・為広，2001）。

　 また、欧州 の ク ロ ス ボ ー
ダ
ー ・ア ライ ア ン ス

（CBA ）で代表的な もの に は小規模小売企業の 連合

体で ある EMD （European 　Marketing 　 and

Distribution）グル
ー

プと大規模小売企業で構成 され

る AMS （Associated　Marketing 　Service）が ある （ニ

ネ申，　2000）D

　EMD の 発足 は 1989 年で あ り、中核と な っ て い る

の は小規模小売店の 共同仕入れ機構で あ る ドイ ツの

マ ル カ ン トで ある 。 そ の 他参加企業 （組織）は、ユ ー

ロ マ デ ィ
・イベ リ カ （ス ペ イ ン ）、 レ ク ル

ー
ト （仏）、

ユ
ー

ロ マ デ ィ （伊）、ZEV （オース トリア）、ス ーパ ー

ビブ （デ ンマ ーク）、ニ サ ・トデ ィ ズ （英）などで あ

り、い ずれ も各国の 2番手以下 の 小売企業や協業体

が 参加 し て い る 。 EMD が力を入れ て い る の は、

「ユ ー
ロ ラ ベ ル 」とい う100品 目を越 えるEMD の PB

商品である 。 特に、「MINEL 」 とい うブ ラ ン ドが つ

けられて い る 家庭 用合成洗剤 や 家庭用品の 販売量 は

抜群の 売上 を誇 っ て い る 。

　また、AMS の ほ うは 1989 年に設立 され、中心的

役割を果 た した の は ア ホール ド（蘭）、セ ーフ ウ ェ イ

（英）、お よびカジ ノ （仏）の 3社であ っ た 。 AMS は

そ の他エ デ カ （独）、
ハ コ ン （ノール ウ ェ イ）など欧

州 10 力国の 代表的な小売企業 10社 に よ っ て構成 さ

れ、欧州小売市場で約 12％ の シ ェ ア を有 して い る 。

加盟小売企業は商品開発か ら販売に到る まで メ
ー

カーと緊密に協力し合 っ て お り、毎年約 300品目の

商品開発が進行 して い る。

　 さ ら に欧州で は、各国に設立 され て い る ボ ラ ン タ

リ
ー・チ ェ

ー
ン の ス パ ー

で構成 される BIGSや セ イ

ン ズベ リ
ー （英）、エ ッ セ ン ガ （伊）、 デ ロ ーズ ・ル ・

リオ ン （ベ ル ギ
ー
）の 3社 で構成 される SED な ど の

ク ロ ス ボーダー ・ア ラ イ ア ン ス も存在する （矢作，

2000）。

　以上 は、欧州の ケ
ー

ス で はあるが、日本小売企業

の グ ロ
ー

バ ル 化達成の た め の クロ ス ボ ー
ダ
ー・ア ラ

イ ア ン ス と して大い に参考 とな る と事例 で あ る。

　 また 、最近 で は イ ン ター
ネ ッ トに よ る サ プ ラ イ

ヤーとの企業間取引 （BtoB＞として 、
　e一マ ーケ ッ ト・

プ レ イス の 構築が なされ て い るが、ウ ォ ル マ ー
トの

リテール ・リ ン ク に対抗 して 欧米小売企業の バ
ー

チ ャ ル な連合体 で ある GNX （Global　Net　Xchange）

とWWRE （World　Wide　Retail　Exehange）が設立 さ

れて い る。前者は カ ル フ
ー

ル 、シ ア
ーズ ・ロ ーバ ッ

ク が デ
ー

タベ ース ・
ソ フ トウ ェ ア 企業の オ ラ ク ル と

組ん で 創設 した マ
ー

ケ ッ ト・プ レ イス で あ り、後者

は オ ラ ン ダの ア ホ ール ドが中心とな りカ ジ ノ
、 テ ス

コ （英）、エ デカ、テ ン ゲ ル マ ン （独 ）など 62社 で

構成され 、日本か らはイオ ン と西武百貨店が参加 し
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て い る 。

　G 驪 搬 の 目的は、  グ ロ ーバ ル な公 開市場 で の

調達、  調達費用の削減 、   サ プラ イ ・チ ェ
ーン ・マ

ネジメ ン トへ の対応、  革新的な最新技術 に よ る コ

ラ ボ レー
シ ョ ン の導入、で ある。 WWRE で もGNX

と同様の 目的を掲げて い る が、特に参加の 小売企業

とサプ ラ イヤ
ー

が協力 して販売計画や販売予測を行

い 、サ プ ラ イ ヤーか ら 配送 セ ン ター
へ 、そ して 店舗

へ と、適切な数量 とタ イ ミ ン グ で 商品補充を行 う

CPFR （Collaborative　Planning，
　Forecasting　and

Replenishment）の能力を高め て い る 。

（3）M ＆A による グ ロ
ーバ ル ・パ ス　（テ ス コ を

　中心 と し て ）

　他方、M ＆A によるグロ
ーバ ル ・パ ス として は、例

えば、カ ル フ
ール は99年に同国の プ ロ モ デ ス との 合

併に よ り一躍世界第2位の 小売業 に 躍進 した こ とは

広 く知 られ て い る 。 また 、ア ホ ール ドは ジ ャ イ ァ ン

トフ
ー

ドな ど多数の 米企業を買収し、
い まや ア ホ ー

ル ド・USA の 売上高は本国を大きく凌い で い る 。 デ

レーズ （ベ ル ギ
ー
）も海外売上高比 率が 79％ の グ

ロ ーバ ル化が最も進ん だ小売企業の 一つ である が、

74年の フ
ー

ドタウ ン ス トア
ーズ （その 後名称は フ

ー

ドラ イオ ン さらに はデ レーズ・ア メ リカへ 、（米））買

収か らグ ロ
ー

バ ル 化度 を急激 に 高 めた企業で あ る

（二神，2001）。

　また 、ウ ォ ル マ
ー

トは 91年に シ ラ フ （墨）と合弁

会社を設立 し、97年に は それ を買収した外、94年に

は ウール ワ
ー

ス の 子会社ウ
ー

ル コ （加）、97年に は

ヴ ェ ル トカウ フ （独）、
つ い で 99年に は ア ズ ダ （英）

をそれ ぞれ買収 し、02年に は西友へ の 資本参加 （実

質上の 買収）を果た し、急速に グ ロ ーバ ル 化へ の 階

梯 を駆け昇 りつ つ ある。

　 また、最近 （04年）で は イ ギ リス の モ リ ソ ン ス
ー

パ ーマ ーケ ッ ト （英小売業 5 位）が 同国の セ
ー

フ

ウ ェ イ （同 4位）を買収し た 。 さらに、ア メ リカ で

は シ ア
ース ・ロ ーバ ッ クが 05年度 からの K マ

ー
トと

の 合併を発 表して い る 。

　 さて 、小売企業世界 3位 の 座を獲得 しつ つ あるイ

ギ リス の テ ス コ もM ＆A をグ ロ
ー

バ ル化戦略の軸と

して い る 。 こ こ で は M ＆A に よ る グ ロ
ーバ ル ・パ ス

の 探求 の 好例 として テ ス コ の ケ
ー

ス か らの 学習を試

み た い
。

　 テ ス コ は 1925 年 に ジ ャ ッ ク ・コ ーエ ン （Jack

Cohen）に よ っ て 設 立 され 、以 来 80 年間、その 時 々

の 新 しい チ ャ ン ス をもの に し、 多くの小売イ ノベ ー

シ ョ ン の先導役として 現在で は イギリス 最大 の 小売

企業 で あるばか りで な く世界 3位の小売企業の座を

獲得せ ん ほ どの 躍進振 りで ある 。 04 年度 の 実績 は、

売上高 30，814百万ポ ン ド （英 80％，その他欧 12％，

亜 9％ ）、店舗数2
，
318 店 （英81％

， その 他欧 11％，亜

8％）、売 り場面積 45
，
402平方フ ィ

ー
ト （英51％

，
そ

の他欧28 ％
，
亜 21 ％ ）、従業員数 326，000 人 （英 73％，

そ の 他欧 17％，亜 10％）とな っ て い る （表 2参照）。

売上高や店舗数で は 8割が国内で あるが、国外の 売

り場面積 は急速 に増加 して お り国内 とほ ぼ 同率に

表 2 テ ス コ の概要
2004年 度

イ ギ リス 国内 他 の 欧州 ア ジ ア 合　計

売上 高 （百万 £ 〉 24，760 3，385 2，669 30β14

店舗数 1β78 261 179 2β18

売 り場面積

（平方 フ ィ
ー

ト）
23292 12，681 9，430 45，402

従業員数 （含非常勤） 237，980 55，420 32，600 326 ，000

（出所 ）テ ス コ HP （http：〃www ．tesco．comtcorporateinfo ）よ り筆者作 成 。
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な っ て い る。

　まず、同社の こ れまで の小売イ ノベ
ー

シ ョ ン を時

系列的 に 示せば次 の ように なる。テ ス コ は、1947 年

に上 場 を果 た し、翌 年セ ル フ サ ービ ス を導入 して い

る 。 そ して 60年代まで に は GMS と して イギ リス で

認知され る ように なっ た 。 67年に は ス ーパ ース トア

の業態 で約27，000  の 超大規模店舗 をオ
ー

プ ン して

い る 。 70年代は 「大量に よ り安 く」（Pile　it　high　and

sell　it　cheap ）を販売 ス ロ
ーガ ン に してお り、74年に

は ス トア付設の ガ ソ リ ン ス タ ン ドの展開を開始 して

い る。70年代 も末 に なる と人 々 の 生活も富裕化 して

きた の で 、顧客 の 幅を広げる た め よ り上級の 魅力あ

る商品に も品揃えを拡大 した。85年 に は ス
ーパ ー

ス

トア の 開店数が 100 店舗を突破 し 、 87年に は さらに

29店舗を開設する 5億 ポ ン ドの 投資計画を発表して

い る 。 91年まで に テ ス コ は ス ーパ ース トア で の ガ ソ

リ ン 販売が功 を奏 しガ ソ リン 小売販売業 と して イギ

リス で ト ッ プに な っ て い る 。

　92年には町の 中心 に立地する コ ン ビ ニ ス タイル の

テ ス コ ・メ トロ 、続い て ガ ソ リ ン ス タ ン ド付設の テ

ス コ ・イク ス プ レ ス （小規模）、さらに は 97 年に は

ハ イパ ーマ ーケ ッ トの テ ス コ ・エ ク ス トラ （食品と

非食品、大規模）と、従来か ら の ス
ーパ ー

ス トア （多

角的商品、エ クス トラ の約 2分の 1 だが大規模）、 に

加え て 3 つ の 新業態店舗が加わ っ て い る 。 尚、03年

に は 870店舗か らな るT＆Sを国内で買収 したが この

うち 450店舗はテ ス コ ・イクス プ レ ス に改修され る

予定で ある 。

　 また、95年に は ロ イヤ ル テ ィ
ー・カー

ドとして テ

ス コ ・ク ラ ブ カードの 発行を開始し た 。 続い て ホ
ー

ム シ ョ ッ ピ ン グ （現在は tesco．com ）、テ ス コ ・ダ イ

レ ク トメール、テ ス コ ・ベ イ ビーク ラ ブ等の事業も

開始 して い る 。 97年に は ロ イヤ ル バ ン ク ・オブ ・ス

コ ッ トラ ン ド （RBS ）との合弁で テ ス コ ・パ ーソ ナ

ル ・フ ァ イナ ン ス （TPF ）を創 設 して い る 。 TPF の

扱う金融サ
ービス は現在、テ ス コ ・ビザ カードや保

険業務をはじめ 15種類 にも及 んで い る。

　01年に は、同社は イギ リス で オーガ ニ ッ ク ・小売

企業ナ ンバ ー
ワ ン にな っ て お り、今や 1，200品 目を

越える オーガ ニ ッ ク商品の 品揃えを有 して い る 。 ま

た、同社 は 「バ リュ
ー
」、「フ ァ イネス ト」、「テ ス コ 」

の 3 つ の 有力な 自社ブ ラ ン ドを有 して い る 。

　さて 、 テ ス コ の 国際展開と の 関係で M ＆A を概観

して み よう。 同社の 海外展開 として 西欧は 隣国 の ア

イ ル ラ ン ド、東欧はチ ェ コ 、ス ロ バ キ ア、ハ ン ガ

リ
ー、ポ ー

ラ ン ド、トル コ に進出して い る 。 ポーラ

ン ドで は 02 年に ハ イパ ー
マ

ー
ケ ッ トの ヒ ッ ト

（HIT ）チ ェ
ー

ン を買収 して い る 。 こ の 買収に よ り

ポ
ー

ラ ン ドで 展 開中 の ハ イパ
ー

マ
ー

ケ ッ トが 13店舗

増加 し、小売市場 に お い て リーデ ィ ン グ ・ポ ジ シ ョ

ン を獲得 して い る 。 ア イル ラ ン ドで は 05年に 初 の ハ

イパ ーマ ー
ケ ッ トとして エ クス トラが、また トル コ

で は KIPA （ハ イパ
ー

マ
ー

ケ ッ ト）5店が、それぞれ

開店予定である 。

　ア ジ ア で はタイ （98）、韓国 （99）、台湾 （00）、マ

レーシ ア （02）、日本 （04）に進出して い る 。 テ ス コ

は 98年に タイで CP グル
ー

プの ロ
ー

タス を買収 して

い る （13店舗）。 こ の ときロ ータス を上回る店舗数 と

売上高 を有 して い たの は、先 に 進出 して い たマ ク ロ

（17 店舗）と カ ジ ノ系の ビ ッ グ C （20 店舗）の み で

あ っ た （矢作 ，2003）。 テ ス コ は持株会社 と して ロ ー

タス の 株式 70％を掌握し、店舗名は テス コ ・ロ ータ

ス に改称された。店舗数は01年24店、2002年33店、

04年 52店と急増 し、先発の カ ル フ
ール や ビ ッ グ C を

追 い 抜きハ イパ ー
マ
ー

ケ ッ ト業界 トッ プにな り、同

国で の 小売業売上高で も 1位 の 座を占めて い る 。

　韓国で は、テ ス コ は 97年 の 通貨危機 で 経営危機

に 追 い 込ま れ た 三 星物産を支援する形で合弁会社を

設立 して い る 。 テ ス コ 81％ 、 三星 グ ル
ー

プ 19％ の

持ち株比率で あっ た 。 02年に は テ ス コ の 出資比率は

89％ に引き上 げられ て お り事実上 の買収 とい える で

あろ う。

　店舗は三星物産が創設したハ イパ ー
マ
ー

ケ ッ ト業

態をと っ て お り （店名は ホーム プラス）、97年の 1号
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店以降 01年に は 14店舗、売上高 1兆 5
，
400億 ウ オ

ン （約 1，540億円）にな り、04年 には 20店舗 を越 え

短期間に上昇気流に乗 り、05 年に は 55 店舗、売上

高 10兆 ウ オ ン （約 1兆円）を目指 して い る。

　台湾に つ い て は、00年末台湾北部の桃園県に立 地

する シ ョ ッ ピ ン グセ ン ター
内 に あ っ た マ クロ の 店舗

を買収する形で進出し て い る 。 しか し、04年に は ま

だ5店舗に留 まっ て い る。台湾 で は 89年に進出 した

カ ル フ
ール の力が圧倒的に強 く （現在 30 店舗を越

え、台湾小 売業売上高 1位）、苦戦 を強 い られ て い る

模様で ある 。

　さらに、周知の よ うに03年同社 は 日本にお い て 78

店舗の デ ィ ス カ ウ ン ト ・ス トア を持つ シ
ー ・ト

ー ・

ネッ トワ
ー

ク （CTwo −Network ）の 株式94．54 ％ を

取得 し買収 に成功 して い る 。 以上 、テ ス コ は現在進

出 10 力 国中 6 力 国市場 で 主導的地位を 築 き、8 力 国

で黒字経営 を行 っ て い る 。

お わ りに

　本稿の 執筆期間中に産業再生機構に よ る ダ イエ ー

再建の ス ポ ン サ
ー

企業は商社の丸紅に決定 し、さら

に は カ ル フ
ー

ル が 日本か ら撤退する とい う衝撃的な

ニ ュ
ー

ス が 決定的 とな っ た。国内小売業界に お い て

は前者 の 問題 の 方 が イ ン パ ク トは 大 きい が 、グ ロ ー

バ ル 小売企 業の 研究にお い て は後者の 事態 も大 きな

衝撃で あっ た 。

　カ ル フ
ー

ル の撤退理 由として は 、   低価格品だけ

で な くよ り上 質の 商品、特に フ ラ ン ス ら しさを持つ

商品を期待 した消費者ニ
ーズ に 適切 に対応 で きな

か っ た こ と、  メーカーとの 直取引を優先 した た め

こ れ に応 じたナ シ ョ ナ ル ブラ ン ド・メ
ーカ ー

が少 な

か っ た こ と、  さ らに品揃えに お い て欠品が 多くワ

ン ・ス トッ プ ・シ ョ ッ ピン グが で きなか っ た、等で

客足 が 遠の い た の で あ っ た 。 日本進出時か らハ イ

パ
ー

マ
ー

ケ ッ ト業界は先進国に は 向かない と言わ れ

て きた が、奇しくもこ の仮説がアメ リカ、香港、日

本の 例 で信憑性を帯び て きたの で はなか ろ うか。

　カ ル フール の例に み る まで もな く、 小売企業の グ

ロ
ーバ ル 経営で は 進出先国 で の 適切 な業態 の 選択が

重要に な る 。 例えば、シ ン ガポール や香港へ の 進出

で は百貨店 や GMS は 業態 と して 適正 と考えられ る

が 、現在の 中国で は デ ィ ス カ ウ ン ト ・ス トア、ハ イ

パ ー
マ
ー

ケ ッ ト、ホ ー
ル セ ー

ル ・ク ラ ブ とい っ た業

態の ほ うが優勢である 。 テ ス コ は本国で は ス ーパ ー

ス トア が中心 で あるが、タイで はパ イパ ー
マ
ー

ケ ッ

トで成功 して い る 。 ア ジ ア で の百貨店経営で は対象

顧客 は所得が上昇 して きた と は い えまだ ほ んの ひ と

握 りの 上層階級で あ る 。GMS はほとん どが郊外に立

地 して い るが、日本 の GMS は 現地人か ら見れば ほ

とん ど百貨店で あ り、乗用車の保有比率の低 い 国で

は、勢い 上 層顧客の 数も相当絞ら れ る。こ の 点で 日

本小売企 業に は、発展途上国に 向い たデ ィ ス カ ウ ン

ト ・ス トア 、ハ イ パ ーマ ーケ ッ トや ホ ー
ル セ ー

ル ・

ク ラ ブの 業態を早急に開発 し実行に移す こ とを提言

した い
。 以上か ら、現時点で の 中国における日系百

貨店と 日系 GMS の最大の 弱点は顧客層との ミス

マ ッ チ で ある と言 い た い 。 必 要以上 の 店内の 豪華な

内装 や照明、オ
ー

バ
ー

な包装、必要以上 の高級品の

展示等で ある 。 現地 で の 対象顧客にマ ッ チ した業態

を集中的 に投入す べ きと思われ る。

　さ ら に、既述 の よ うに 日本小 売企 業 の グ ロ ーバ

ル ・パ ス で は 自前開発型だけで な くア ラ イア ン ス や

M ＆A （特に ，
M ＆A）を積極果敢に実施すべ きで あ

ろ う。 1号店が黒字転換するまで 2号店は出 さない と

い うや り方は 堅実に み える が、大局的 ・長期的視点

からも賢明 とはい えない で あ ろ う。ア ジ ア で の 21世

紀にお ける グ ロ ーバ ル ・パ ス に向けて の 熾烈なサバ

イバ ル 戦略 の 主役 は M ＆A 型 グロ
ーバ ル ・パ ス の 実

践で ある と思料 され る 。
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